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平成１４年(ワ)第１２２４号損害賠償請求事件（甲事件） 

平成１４年(ワ)第１６９１号損害賠償請求事件（乙事件） 

主 文         

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事実及び理由         

第１ 請求 

 １ 甲事件 

   被告多賀城市及び被告七ヶ浜町は，原告に対し，金２４８万円及びこれに対

する平成１４年３月３１日から支払済みまで年５分の割合の金員を連帯して支

払え。 

 ２ 乙事件 

   被告宮城県は，原告に対し，金２４８万円及びこれに対する平成１４年３月

３１日から支払済みまで年５分の割合の金員を多賀城市及び七ヶ浜町と連帯し

て支払え。 

第２ 事案の概要 

 １ 甲及び乙事件は，県費負担教職員である原告が，多賀城市教育委員会（以下

「多賀城市教委」という。）教育長Ａ（以下「Ａ市教委教育長」という。）の

した平成１２年４月３日付け長期特別研修命令（以下「本件研修命令」とい

う。）について，長期特別研修命令制度の違憲無効，原告には，長期特別研修

命令の必要性がないのに，被告らに所属する公務員が報復目的で原告を長期間

監視し組織的に恣意的な情報集約を行い，それに基づいて本件研修命令を受け

たこと，研修内容が不相当であったことにより精神的苦痛を被ったとして，被

告らに対し，国家賠償法１条１項に基づく損害賠償として，慰謝料２００万円

及び弁護士費用４８万円の合計２４８万円及びこれに対する最終の不法行為日

である平成１４年３月３１日から民法所定の年５分の割合による遅延損害金の
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連帯支払を求めた事案である。 

２ 争いのない事実等（証拠等を掲げたもののほかは，当事者間に争いがな

い。） 

(1) 宮城県教育委員会（以下「県教委」という。）が平成１２年４月１日に

施行し，平成１５年３月３１日に廃止した宮城県公立学校教員長期特別研修

に関する要綱（以下「本件要綱」という。）の定め（甲２） 

 ア 目的（１条） 

この要綱は，県教委の任命に係る公立学校の教員が，教育指導力等につ

いて特に学校現場を離れて再研修を要すると認められる場合に，学校以外

の教育機関等における多面的な指導のもとに課題研修の達成や各種調査研

究活動に携わることにより，当該教員の職務に対する主体的意欲と児童生

徒に対する指導力の伸長を促し，教育現場が抱える課題に適切に対応でき

る力量を高めることによって，本県学校教育の向上，充実に資することを

目的とする。 

 イ 事前協議（３条） 

(ア) 県教委の任命に係る公立学校教職員で，教育指導力について特に再

研修を要すると認められる者については，以下の者（以下「派遣元の

長」という。）から県教育長に事前協議を行う。 

 ａ 県立学校教員の場合 校長 

 ｂ 県費負担教職員である教員の場合 市町村等教育委員会教育長 

(イ) 上記(ア)ｂの場合には，当該者の所属する学校の校長の意見を付す

るものとする。 

ウ 検討会議（５条） 

上記イの事前協議があった場合は，教育次長及び関係課長等で構成する

検討会議でその適否を検討し，その結果を県教育長に報告しなければなら

ない。 
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エ 事前協議に対する回答（４条） 

県教育長は，検討会議を経た後，必要と認める場合，当該教員を長期特

別研修教員と認める旨の回答を派遣元の長に対して行う。 

オ 担当センター（６条） 

 (ア) 県教育長は，長期特別研修教員と認める旨の回答を行った際は，宮

城県教育研修センター又は宮城県特殊教育センターのいずれかを，当該

教員に係る長期特別研修を担当するセンター（以下「担当センター」と

いう。）として決定し，これを担当センターの所長に通知する。 

 (イ) 担当センターは，当該長期特別研修教員についての研修活動の主

題，方法，実施場所，スケジュールを作成し（そうして作成されたもの

を以下「長期特別研修プログラム」という。），長期特別研修に関する

企画調整，研修状況の管理，研修の評価等を行う。 

カ 長期特別研修プログラムの作成（７条） 

 (ア) 担当センターの所長は，長期特別研修プログラムの作成に際して，

適宜派遣元の長等の意見を聞くことができる。また，派遣元の長は，い

つでも担当センターの所長に長期特別研修についての意見を申し出るこ

とができる。 

 (イ) 担当センターの所長は，長期特別研修プログラムの作成に際して，

当該長期特別研修教員に即して，その主体的，意欲的な教育指導能力の

涵養の視点から，①当該教員に応じた教科指導等の能力の伸長，②学校

教育課題についての調査研究，③青少年問題，教育行政等の諸課題の調

査研究，④教員の責務，組織運営と個人，行政サービスの在り方等の研

修といった事項等多面的な研修の内容の設定及び実施について，特段の

配慮をしなければならない。 

キ 長期特別研修の実施機関（８条） 

  長期特別研修プログラムにおいては，各長期特別研修教員に応じて，当
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該長期特別研修の主たる実施場所（以下「実施機関」という。）として以

下のいずれかの教育機関のうちのいずれかを指定する。また，２以上の教

育機関を実施機関とすることもできる。 

 (ア) 宮城県教育研修センター 

 (イ) 宮城県特殊教育センター 

 (ウ) その他の県教委所管の教育機関（図書館，青年の家，野外活動施

設，少年自然の家，歴史博物館，美術館） 

ク 長期特別研修の期間（９条） 

長期特別研修の期間は，原則として２年間とし，４月から３月までとす

る。この期間は延長することができる。 

ケ 長期特別研修プログラムの通知（１０条） 

担当センターの所長は，長期特別研修プログラムを定めた場合は，当該

長期特別研修教員，派遣元の長及び実施機関の長に通知する。 

コ 研修を受ける旨の命令（１１条） 

  上記エの回答及び上記ケの通知を受けた，派遣元の長は，長期特別研修

教員に対して研修を受ける旨の命令を行う。 

サ 長期特別研修の実施に関する意見（１２条） 

(ア) 担当センターの所長は，長期特別研修の実施に際し，適宜派遣元の

長，実施機関の長等の意見を聞くことができる。 

(イ) 派遣元の長，実施機関の長等は，いつでも担当センターの所長に長

期特別研修について意見を申し出ることができる。 

シ 研修状況等の報告（１６条） 

 (ア) 担当センターの所長は，長期特別研修教員及び当該教員の長期特別

研修の状況等を派遣元の長あて報告するものとする。 

 (イ) 派遣元の長は，必要に応じ長期特別研修教員の研修の状況について

担当センターの所長に報告を求めることができる。 
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(2) 本件の経緯 

 ア 原告は，昭和５６年Ｍ大学法学部を卒業し，昭和５８年４月宮城県宮城

郡七ヶ浜町立Ｎ小学校教諭，昭和６３年４月同Ｏ小学校（以下「Ｏ小学

校」という。）教諭，平成１０年４月同Ｐ中学校（以下「Ｐ中学校」とい

う。）教諭にそれぞれ補された，県費負担教職員である（乙１６）。 

 イ 七ヶ浜町教育委員会（以下「七ヶ浜町教委」という。）教育長Ｂ（以下

「Ｂ町教委教育長」という。）は，平成１２年３月２１日，県教委教育長

Ｃ（以下「Ｃ県教委教育長」という。）に対し，原告について，原告が当

時所属していたＰ中学校の校長Ｄ（以下「Ｄ校長」という。）の意見を付

した上で，長期特別研修を必要とするとして，事前協議を申し入れた（乙

９の２・３）。 

 ウ 教育次長及び関係課長等で構成される検討会議（以下「検討会議」とい

う。）は，同月２３日，原告について，長期特別研修を必要と認める旨の

検討結果をＣ県教委教育長に報告した（丙１）。 

 エ Ｃ県教委教育長は，同月２４日，Ｂ町教委教育長に対し，原告につい

て，長期特別研修を必要と認める旨の回答をした（乙１０の１・２）。 

Ｂ町教委教育長は，同日，Ａ市教委教育長に対し，原告を長期特別研修

とすることについての協議を申し入れた（乙１１の１）。 

 オ Ｂ町教委教育長とＡ市教委教育長は，同月２９日，Ａ市教委教育長が上

記イ及びウの経緯を引き継ぎ，原告に対する長期特別研修命令をすること

を合意した（乙１１の２）。 

 カ 原告は，同年４月１日，宮城県多賀城市立Ｑ小学校（以下「Ｑ小学校」

という。）教諭に補された（乙１６）。 

 キ 宮城県教育研修センター所長Ｅ（以下「Ｅ県教育研修センター所長」と

いう。）は，同月３日，Ａ市教委教育長に対し，原告の長期特別研修プロ

グラムを通知した（乙１７の１・２）。 
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   Ａ市教委教育長は，同日，原告に対し，研修期間を同月から平成１４年

３月まで，実施機関を宮城県東松島市（旧桃生郡鳴瀬町）野蒜字洲崎所在

の宮城県松島野外活動センター（以下「松島野外活動センター」とい

う。）として，長期特別研修をするよう命じた（本件研修命令）。 

 ク 松島野外活動センターは，野外活動の普及振興，青少年の健全な育成，

一般県民の健全な心身の調和等を図るための事業を行うことを目的として

設置された野外活動施設であり，幼稚園児から高齢者まで幅広い年齢層の

利用者を対象として，キャンプ，アウトドアスポーツ，自然観察等の野外

活動に関する事業を実施している（甲１６）。 

 ケ 原告の松島野外活動センターでの研修内容は，同センターの特色を活か

した実践研修と，課題を設定して報告書を提出するテーマ研修とに分か

れ，実践研修では，研修を支援する立場にある社会教育主事とともに，利

用者対応補助，主催事業における補助的業務，野外活動体験，環境整備活

動等を行い，テーマ研修では，平成１２年度の前期及び後期，平成１３年

度の前期及び後期のそれぞれ４回，報告書を提出した（以下この研修を

「本件研修」という。乙１４の２，１７の２）。 

 コ Ａ市教委教育長は，平成１４年４月２日，原告に対し，本件要綱に従

い，同月１日から平成１５年３月３１日まで，仙台市青葉区荒巻字青葉３

９３，宮城県教育研修センターにおいて長期特別研修をするよう命じた

（以下「別件研修命令」という。）。 

サ 別件研修命令に基づく研修期間は，同日で満了し，原告は，宮城県立Ｒ

養護学校に勤務するようになった（乙３７）。 

(3) 県教委が，同月１４日施行した県教委訓令指導力不足等教員の取扱いに

関する規程（以下「改正規程」という。）及び同年４月１日に施行した宮城

県公立学校教員指導力向上長期特別研修に関する要綱（以下「改正要綱」と

いう。）の定め（甲８１の１・２，８２の１・２） 
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ア 趣旨（改正規程１条） 

教員に求められる資質能力に課題があるため，児童又は生徒に適切な指

導ができない指導力不足等教員の取扱いについて必要な事項を定めるもの

とする。 

イ 定義（改正規程２条３項） 

指導力不足等教員とは，疾病以外の理由により，教員に求められる資質

能力に課題があるため，以下のいずれかに該当し，児童又は生徒が安心し

て学校生活を送ることができる学校環境を損なっている教員をいう。 

(ア) 教員としての使命及び職務への自覚が不足し，日常的な職務の遂行

に支障を来していること。 

(イ) 児童又は生徒の心を理解する能力や意欲に欠け，学級経営，生徒指

導等を適切に行うことができないこと。 

(ウ) 教員としての力量を高めようとする意欲がなく，向上心を持って教

養を磨こうとはしないこと。 

(エ) 教科，領域等に関する専門的な知識，技術等が不足したり，指導方

法が不適切であるため，学習指導等を適切に行うことができないこと。 

(オ) 保護者，地域社会及び関係諸機関と信頼関係を築くことができず，

教育活動に必要な連携，協同を行うことができないこと。 

(カ) 他の教職員と協調して学校運営に参加しようとする態度が見られな

い又は校務処理を適切に行うことができないこと。 

ウ 研修状況等の報告等（改正要綱１０条） 

(ア) センター所長は，研修教員の研修状況等を派遣元の長及び教職員課

長に定期的に報告するものとする。なお，重要かつ緊急の事項について

は，その都度報告しなければならない。 

(イ) 派遣元の長は，(ア)の報告，研修状況の視察及びセンターとの情報

交換により当該教員の状況を的確に把握しなければならない。 
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３ 争点 

(1) 本件要綱の定める長期特別研修制度の違憲性 

(2) 本件研修命令の違法性 

(3) 研修内容の不相当性 

(4) 被告らの責任 

ア 被告宮城県の責任 

イ 被告多賀城市の責任 

ウ 被告七ヶ浜町の責任 

(5) 損害額 

４ 争点に関する当事者の主張 

(1) 争点(1)（本件要綱の定める長期特別研修制度の違憲性）について 

ア 原告の主張 

    (ア) 教育公務員には，憲法２３条により教育の自由が保障されており，

そのことは，教育基本法２条，１０条１項，学校教育法２８条６項

（同法４０条により中学校に準用）からも明らかである。そして，本

件要綱の定める長期特別研修命令は，長期特別研修命令を受けた教師

が２年間にわたり勤務場所が所属する学校から研修センターへと変更

され，勤務内容も，教師にとってその職務の本質的な要素である学校

における児童生徒への教育活動からそれ以外での研修活動へと変更さ

れ，実質的には転任処分としての性格を有しており，その研修内容も

不合理なものであることに照らせば，教育公務員の教育の自由を侵害

するものであり，また，原告は，長期特別研修を受けなければならな

い理由についてさえ知らされず，納得できないまま長期特別研修を受

けざるを得なかったのであるから，本件研修命令は，原告にとって不

利益な処分（地方公務員法４９条１項）である。 

(イ) したがって，長期特別研修命令は，不利益な処分として憲法３１条
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の適用があるところ，その制度及び手続は，以下の点で憲法３１条に違

反する。 

ａ 要件の不明確 

  長期特別研修は，対象とされた教員に重大な不利益をもたらす行

政処分としての性格を有しているのであるから，長期特別研修を受け

ることになる要件は明確でなければならないが（明確性の原則），本

件要綱では，長期特別研修教員とされる要件につき，「教育指導力等

について特に学校現場を離れて再研修を要すると認められる場合」と

定めているのみであり，これは，具体性，明確性を欠き，通常の判断

能力を有する一般人の理解において，具体的場合に当該行為がその適

用を受けるかどうかの判断を可能ならしめるような基準とは到底いう

ことができず，特に，教育指導力等という規定の仕方は，無限定なも

のである。よって，本件要綱は，明確性の原則に反し無効である。 

ｂ 告知聴聞の機会の欠如 

  不利益処分を行う場合，行政庁は聴聞又は弁明の機会の付与の手続

を執るべきことが原則とされているにもかかわらず（行政手続法１３

条），本件要綱では，対象教員に対する事前の告知と聴聞の手続が全

く定められていない。 

  本件要綱の定める長期特別研修により制限を受ける権利利益は，

学問の自由から導かれる教育の自由であり，精神的自由権であるの

であって，その制限の程度は，長期特別研修期間中，一切，教育を

行うことができなくなるという極めて強いものである。これに対

し，長期特別研修命令により達成しようとする利益は，指導力不足

等の教員を再研修することにより，教員の指導力を高めることにあ

る。しかし，長期特別研修命令を出すかどうかは，事前に検討会議

を経ることとされていることから，事前の告知と聴聞の手続を執れ
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ないような緊急性がある場合はおよそ考えられない。 

  これらの事情を総合較量すると，本件要綱の定める長期特別研修制

度に関しても，事前に告知と聴聞の手続が必要というべきであり，長

期特別研修を課す前に，対象者の告知と聴聞の手続を執ることを定め

ていない本件要綱は違憲無効なものである。 

ｃ 認定手続の不適正 

  長期特別研修は，対象とされた教員に重大な不利益をもたらす

行政処分であり，かつ本人の意に反して命じられ得る性質のものであ

ることから，刑事手続に準ずる手続上の適正さが要請されるべきであ

る。 

  しかし，本件要綱の定める長期特別研修制度は，事前協議の段階に

おける認定の主体が派遣元の長であり，県費負担教職員である教員に

ついての事前協議は，学校現場に常駐していない市町村等教育委員会

教育長がすることとされている。事前協議に当たっては，校長の意見

を付すことになっているとはいえ，現場に不在の者による認定が適

正，公平が行われるか疑問であり，また，最終的な認定が必ずしも合

議に基づかないという意味で，恣意的な認定がなされる危険がある。 

  このような手続規定は，恣意的な運用を許す規定として，明らかに

適正手続に反するものとして，違憲無効である。 

ｄ なお，県教委は，本訴提起後，本件要綱を廃止し，指導力不足等

教員の定義要件，対象教員に対する説明義務，学識経験者等で構成さ

れる審査委員会の意見の反映等を規定した改正要綱を定めたが，これ

は，本件要綱が明確性の原則，告知及び聴聞機会付与，手続の適正と

いった要請に反していたことの証左である。 

  また，仙台市教育委員会の平成１７年９月２７日付け課題のある教

員の取扱いについてと題される要綱は，原告が指摘する本件要綱の問



11 

題点をほぼ是正した形で改正されており，これは，本件要綱の違法性

が誰の目から見ても明らかであるからにほかならない。 

(ウ) したがって，本件要綱は，憲法３１条に違反し無効なものであり，

それに従ってなされた本件処分も無効違法なものである。 

イ 被告らの主張 

(ア) 被告多賀城市，被告七ヶ浜町 

原告らの主張は争う。 

(イ) 被告宮城県 

原告らの主張は争う。 

なお，被告宮城県が原告主張のとおり長期特別研修制度に関する要綱

を改正したのは，本件要綱制定後の地方教育行政の組織及び運営に関す

る法律（以下「地教行法」という。）の改正，宮城県の有識者による新

しい教員の人事管理の在り方に関する調査研究会議における提言を受け

てのものであり，本件要綱が違法だったから改正したものではない。仙

台市の要綱との比較も何ら根拠がない。 

(2) 争点(2)（本件研修命令の違法性）について 

ア 原告の主張 

(ア) 本件要綱を合憲的に限定して解釈することができるとしても，前

記の教育公務員に対する教育の自由の保障や長期特別研修命令の効果

に鑑みると，「教育指導力等について特に学校現場を離れて再研修を

要すると認められる場合」との長期特別研修の要件は，憲法２３条，

教育基本法２条，１０条，学校教育法２８条，４０条の趣旨を考慮

し，当該教育公務員に教育実践をなさしめたのではかえって子供の学

習権を侵害するというような極めて例外的な場合に限られると解すべ

きである。具体的には，① 「教育指導力」とそれに密接に関連する事

実が問題となっていること，② 客観的に合理的な理由があること，
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③ 多数の教員中から特に原告を選定することについて必要性と合理

性があること，④ 学校現場を離れての再研修以外の方法による解決

を試みたこと（長期特別研修命令回避の努力義務を尽くしたこと），

⑤ 学校現場を離れての再研修が問題解決にとって必要かつ有効であ

ると認められることの各要件を充足することが必要であり，それらの

要件を欠くにもかかわらず発令された長期特別研修命令は，裁量権を

逸脱したものとして違法である。 

(イ) Ｄ校長，Ｂ町教委教育長，Ｃ県教委教育長及び県教委は，原告が市

民運動や裁判活動をしており，上司にとって扱いにくい存在であること

への報復として，原告に対し，必要性がないのに長期特別研修を命ずる

ことを企て，Ｄ校長及びＢ町教委教育長において原告を長期間監視して

恣意的に原告のあら探しをし，それにより得た情報を基に，Ｂ町教委教

育長は，Ｃ県教委教育長に対し，一方的評価かつ事実無根の保護者や子

供たちの声を指摘して事前協議申入れをした。 

  これにより，原告は，本件研修命令を発せられ，２年間も松島野外活

動センターでの苦役を強いられることとなり，精神的肉体的損害を被っ

た。 

(ウ) 被告らは，原告には，積極的に生徒を受け入れ生徒と関わるという

姿勢が欠落している，独善的で非協力的である，学校の生徒に対する円

滑で十分な教育の実施を阻害しているなどと指摘する。しかし，原告

は，生徒に人気があり，生徒から慕われており，また，大部分の保護者

との関係も極めて良好であり，被告らの指摘は以下のとおり失当であ

り，原告に対する長期特別研修の必要性はなかった。 

ａ 原告に休暇（特別休暇，年次有給休暇，病気休暇）が多いとする点

については，原告が他の教員と比較して特に休暇が多いという事実は

存在しないばかりでなく，原告はこれらの休暇を適法に取得してお
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り，その理由も，公民権の行使や裁判への出頭，教職員組合定期大会

への参加，母親の介護，自らの骨折（部の指導中の傷害で，公務災害

と認定された。）や持病のぜんそくの治療等のやむを得ない事情によ

るものであるから，そのことは，長期特別研修命令を発令する理由と

はなり得ない。また，原告は，休暇をとった際に，休暇が生徒の教育

に及ぼす影響について十分に配慮していた。 

ｂ 授業参観の時間帯に年次有給休暇を取得したことについては，そ

もそも，参観授業を担当する日であっても，年休を申請することは

許されるのであり，Ｄ校長は，原告の年休申請に対し，時季変更権

を行使することなく，年休取得を許可したのであるから，原告の年

休権行使は完全に適法であり，そのことを理由として，原告に対す

る消極的評価ないし不利益な取扱をすることは許されない。また，

原告が授業参観の時間帯に年次有給休暇を取得したのは，たった１

回のことで，その理由も単純ミスにすぎず，生徒や同僚を困らせよ

うなどという意図は一切なかったほか，原告が年次有給休暇の申請

をした段階で，Ｄ校長から参観授業の担当になっている旨の指摘も

なかった。原告は，授業参観日の前日午後４時ころに，Ｄ校長か

ら，代わりに参観授業を担当する教員を原告が手配するよう言われ

たことなどから，感情的になって，「それは管理職がやることでし

ょ」と言ったにすぎない。 

ｃ 原告が校務分掌の安全確認や清掃計画を怠ったとする点について

は，原告は，安全点検をきちんと実施していた。点検ファイルの配布

は，Ｄ校長から毎月１回配布するよう言われていたにもかかわらず，

原告は，２か月に１回配布をしていたが，これは，それで足りると考

えていたことや，他の業務で多忙であったことによるものであり，意

図的に点検ファイルの配布を怠ろうとしていたものではなく，これに
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よって不都合や支障が生じたことは一切なかった。Ｄ校長は，これに

ついて，何らの注意，説明，説得を行っておらず，それにもかかわら

ず，点検ファイルを毎月１回配布しなかったことを本件研修命令発令

の理由の１つとすることは，信義に反するし，手続の適正も欠いてお

り，Ｄ校長は，長期特別研修命令回避の努力義務を怠っているという

べきである。 

  また，原告が作成した清掃計画案そのものが杜撰であったことはな

い。 

ｄ 原告が日直を拒否したとの指摘については，ここで問題とされて

いる日直は平日に関するものであり，日直とは本来土日又は休日に

行うものであって，そもそも教員には，平日に日直を行うべき法的

義務はなく，平日の「日直」を行うよう命令することは許されな

い。また，原告は，平成１０年度に他の教員が原告の替わりに平日の

日直等を担当したと聞いたことから，平成１１年度には，Ｄ校長に指

示されるとおりに平日の日直を担当している。 

ｅ 原告が校長や教頭の指導を無視して無断早退勤をしたとの指摘につ

いては，原告は，Ｐ中学校のＦ校長（以下「Ｆ校長」という。）との

間で，休憩時間などに急に仕事をしなければならない状況が発生した

ときは，校長の承諾を得ることなく休憩時間に仕事をし，その時間分

だけ早く帰っていいということを確認しており，原告は，これに基づ

いて早退勤を行ったものである。また，事前協議の申入れに記載され

た無断早退勤は，平成１０年１０月８日と同月１５日の２回に過ぎ

ず，無断早退勤は，平成１１年度には一切なかった。 

ｆ 交通安全週間の登校指導の不参加については，そもそも教員に

は，勤務時間外の交通安全週間に参加する法的義務はない。また，

原告は，平成１０年度春の交通安全登校指導に参加したが，その際
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勤務時間の振り替えがなされず，この点が改善される兆しがなかっ

たことから，同年度秋の交通安全週間については参加を見合わせた

ものである。平成１１年度春，秋の交通安全週間については，管理

職が日時，場所を一方的に決定し，参加が任意であることを明言し

なかったことから，参加を見合わせたものである。 

ｇ 原告が，周りの教員がカバーしていることを分かろうとせず，それ

があたかも当然のように振る舞ったため，他の教職員から原告の自分

勝手で独善的，非協調的な振る舞いに不満や不信の声が強かったとの

事実は存在しない。 

ｈ 給食時間における指導については，原告は，４時間目に授業を担当

したときは，授業終了後，一度職員室に戻ってから教室へ行くため，

場合によっては，給食時間に１０分程度遅れるということがあった

が，意図的に給食時間になっても職員室にいたり，食べる用意ができ

た頃にようやく教室に行くなどということをした事実はない。また，

自転車通勤の届出なのに自動車で通勤したことについては，原告が当

事者になっている裁判があった日に限って，授業やサッカーの指導に

極力影響が出ないようにするために，友人から借りた自動車で通勤し

ていたにすぎない。 

ｉ スキー教室に係わる勤務時間の変更措置の要求については，そもそ

も，原告は，超過勤務時間の割り振りを求めて措置要求書を提出した

にすぎず，１年も前のスキー教室に係わる勤務時間の変更措置を要求

した事実は存在しないし，仮に，原告が１年も前のスキー教室に係わ

る勤務時間の変更措置を要求したとしても，正当な言論活動にすぎ

ず，そのことを長期特別研修命令発令の理由の１つとすることは，明ら

かに不当である。 

ｊ 原告が休憩時間に応援練習をしたことにつき，後に振替時間を要求
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したことについては，原告が，休憩時間に応援練習をしたのは，生徒

達の強い希望によるもので，それを勤務時間内に時間を生み出す工夫

もせずに勝手に休憩時間に練習したというのは，余りにも不当な評価

というほかない。しかも，このような指摘に該当する事実は，平成１

１年１０月７日に１度あったにすぎず，そのことを理由として，長期

特別研修命令を発令することについては，必要性も，客観的に合理的

な理由も，存在しない。 

ｋ 人事異動個人調書の提出についての校内の日程を守ろうとしなかっ

たとの指摘については，原告は，指定された期日までに人事異動個人

調書の本書きを提出すれば足りるのであり，予め下書きを提出して，

校長のチェックを受ける義務はない。そして，原告は，以前校長の指

示どおり人事異動個人調書の下書きを提出したところ，校長から，そ

の内容を書き直すように言われた経験があったことから，今回も，下

書きを校長に提出すれば，人事異動個人調書の記載内容について，校

長から不当な介入を受けるのではないかと懸念して，Ｄ校長から指示

された期日に下書きを提出せず，本書の提出期日に本書きを提出した

ものである。 

ｌ 原告の出勤がほとんど時間ギリギリで時折遅れることがあったこ

とはない。そもそも，教員も，一般の労働者と同様，始業時刻までに

出勤して，労働力を使用者の指揮命令権のもとにおけば足りるのであ

り，始業時刻以前に出勤する法的義務はないのであって，原告が始業

時刻までに出勤したにもかかわらず，それでは不十分であるとして，

そのことが長期特別研修命令発令の１つの理由になっているとすれ

ば，これまた，法的義務のないことを事実上強制する結果となり，明

らかに不当である。 

イ 被告らの主張 
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(ア) 被告宮城県の主張 

 ａ 原告は，授業を１２４課も欠課し，欠課について事後の指導等の

配慮がなく，担任などしたくなかったと発言したり，授業も表面的

であり，校務分掌も他の職員がカバーする状況であって，他の教員

からの不満や不信の声が強く，原告の行動について住民やＰＴＡな

どから被告宮城県に苦情，要望が寄せられており，保護者からは，

家庭訪問での対応等で苦情が多かったほか，原告がこのまま中学３

年の学級担任に持ち上がれば，さらに大変なことになると危惧され

ていた。 

   原告は，このように教育公務員として本来一番傾注しなければな

らない児童生徒に対する教育指導をなおざりにし続けていたもので

あり，そのことについて，校長等が配慮を求め，指導しても聞き入

れず自己主張を繰り返してきた。原告のそのような行動の結果，児

童生徒は，貴重な教育を受ける権利を失ったのである。長期特別研

修は，原告にとって自分を見つめ直し，生徒と向き合う教員として

の資質を高めるために必要な機会であった。 

 ｂ 以下の事実からすれば，検討会議が原告につき長期特別研修を必

要としたのは相当な判断であり，原告に対する長期特別研修の必要

性はあったというべきである。 

(ａ) 積極的に生徒を受け入れ生徒と関わるという教員として最も

必要な姿勢の欠落 

 ① 原告は，特別休暇，年次有給休暇，病気休暇で休むことが多

く，平成１１年度に合計１００時間も授業を休んでおり，生徒

の学力向上に当たって最小限必要な授業量が不足していたとい

うべきであるが，それにもかかわらず，授業交換の措置も取ら

ず，自らプリント等を工夫して作成することもせず，漫然と白
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地図やワークブック，業者が作ったプリントしか生徒に与え

ず，生徒に対する事後の指導に配慮がみられなかった。原告

は，裁判への出席のため特別休暇等を数多く取っているが，そ

れによって，本来自らが行うべき授業を自習にして生徒の学力

向上に取り組まず，自習に対するフォローをしなかったことも

事実であって，原告には，教育の重要性についての認識が欠如

していたものといわざるを得ない。 

   原告は，平成１１年１２月９日の授業参観の時間帯に年次有

給休暇を取得したことがあった。原告は，授業参観の数日前に

は自らが授業参観の担当だと知らされていたのであるから，そ

の時点で教務主任に相談する等の対応を取るべきであり，責任

を持って振替措置を講じ他のどの教員が授業参観を担当してく

れるのかを見届けるのが教員としての基本的姿勢であるが，管

理職に相談するなどの対応が必要であることに思いが至らず，

Ｄ校長から直接言われた際にも，善処しようという発言すらな

かった。 

   また，職員会議や学校評価会議は，学校運営や学校の教育方

針を把握するために重要な会議であるが，原告は，平成１１年

度において，職員会議を１４回中１０回も欠席し，学校評価会

議に至っては３回中３回とも欠席し，事後に職員会議の要綱や

職員会議録を見るなどしてその内容を把握することもしておら

ず，学校運営の方針についてほとんど把握できない状態であっ

た。 

 ② 原告は，学級経営において，ほとんど指導はなく，勝手な放

任状態であり，生徒から「また休みか，あんな先生はいない方

がいいんだ。」という声も出ており，保護者からも，原告に教
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育に対する前向きな姿勢や学級を作り上げるという姿勢がみら

れないことに対する危惧の念が表明されていた。 

   このことは，給食指導は学級指導の一環として当然に教員の

職務に含まれるものであるにもかかわらず，原告は，給食時間

が始まっても教室に行かないで職員室にいることが多いなど，

給食指導の懈怠がみられたことや，後記のとおり，交通安全街

頭指導に参加しなかったこと，Ｐ中学校で校務を分掌していた

安全点検係の仕事を懈怠していたこと，日直の仕事を拒否して

いたこと等にも現れている。 

 (ｂ) 独善的で非協調的 

 ① 原告は，校務分掌で，安全点検（学校施設の安全確認），清

掃計画（学校内の清掃分担区域の計画）を担当していたが，安

全点検は，指導しても実施しておらず，回りの教師が自主的に

取り組む状態であった。また，清掃計画も計画案そのものが杜

撰で，教務等が中心になってカバーしている状態であった。 

 ② 原告は，平成９年度（Ｏ小学校勤務），平成１０年度（Ｐ中

学校勤務）に日直を拒否している。 

 ③ 原告は，Ｐ中学校の校長や教頭の指導を無視して無断早退勤

をした。 

 ④ 原告は，秋の交通安全週間中，登校指導に参加しなかった

り，授業参観の時間帯に裁判に出頭するため年次有給休暇を取

得したことがあった。 

 ⑤ 原告は，回りの教職員が原告をカバーしていることを分かろ

うとせず，それがあたかも当然のことであるように振る舞い，

そのため他の教職員から原告の自分勝手で独善的，非協調的な

振る舞いに不満や不信の声が強かった。 
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 ⑥ 原告は，給食時間の行動について校長から指導を受けても素

直に聞き入れようとせず，また，通勤の届出が自転車であるに

もかかわらず自家用車を使用し，注意を受けても素直に応じよ

うとしなかった。 

 ⑦ 原告は，１年も前のスキー教室に係る勤務時間の変更措置を

要求したり，勤務時間内に時間を生み出す工夫もせずに勝手に

休憩時間に練習をしておきながら，後になって振替時間を要求

した。 

   また，原告は，人事異動個人調書の提出についても，校内の

日程を説明していたにもかからず，それを守らずに済まそうと

した。 

 (ｃ) 学校の生徒に対する円滑で十分な教育の実施の阻害 

 ① 原告は，前記のとおり，特別休暇，年次有給休暇，病気休暇

で休むことが多く，授業参観の時間帯に裁判のため，年次有給

休暇を取得したこともあった。 

 ② 原告の出勤は，ほとんどぎりぎりで時折遅れることがあっ

た。 

 ③ ＰＴＡ主催の地区懇談会において，保護者から原告がいつも

休んでいて子供の勉強が心配であるとの話が出されていた。 

 ④ 教職員の学校評価の中でも，校務分掌等について原告に対す

る意見や要望が出されていた。 

(イ) 被告多賀城市及び被告七ヶ浜町の主張 

 以下の平成１１年４月１日から平成１２年２月末日までの原告の勤

務状況からすれば，原告に対する長期特別研修の必要性があったこと

が明らかである。 

  ａ 勤務状況 
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原告は，当時中学２年生の社会科を担当していたが，その欠課時

間数は，合計１００時間にものぼり，また，総授業時間数１４０時

間のうち，多いクラスでは２１時間を欠課し，平成１２年３月の１

か月分の授業が残っていることを考慮すると，総授業数の約６分の

１を欠課している。 

担当授業の欠課の際，生徒達の学力低下を防止するため，他の教

員とも相談の上，なるべく授業が欠課にならないよう配慮するとい

うことが，ごく自然な慣例であったが，原告は，欠課の際，そのよ

うな配慮を怠り，ドリルやワークブックを生徒達に示し，自習をさ

せていた。Ｄ校長が原告に対し，事前の授業振替をするよう指導を

した際，原告は，「それは管理職がやることだ。」と独自の解釈を

曲げようとせず，決して指導を受け入れなかった。 

原告の出勤は，ほとんどぎりぎりで，時折遅れることがあり，そ

の都度，Ｄ校長が注意指導していたが，全く聞き入れなかった。 

 ｂ 教育指導力についての状況 

   原告が担当する社会科の指導は，表面的で深まりがなく，

また，原告が休暇を取得してもワークブック等による自習課題のみ

であり，生徒達に対する事後の配慮は見られなかった。 

   原告は，当時中学２年２組の担任をしていたが，学級経営は殆ど

指導がなく，勝手な放任状態で，生徒からは「また休みか，あんな

先生はいない方がいいんだ」などという声が出ていた。 

 なお，原告は，後記のとおり職員会議，学校評価会議のほとんど

を欠席し，かつ，欠席の手当も行っていなかったものであるから，

学級経営について生徒達に指導などできようはずもない。 

 ｃ 校務分掌についての状況 

原告は，当時，安全点検，清掃計画を担当していたが，安全点検
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は指導に応じず，実施しておらず，そのため，周りの教員が自主的

に取り組む状態であった。また，清掃計画も計画案がずさんで，他

の教員がカバーしていた。 

   これらについて校長が注意，指導しても，「裁量権の濫用」であ

るとして攻撃的言辞を用いたり，また，議論の末，いったんは「分

かりました」というものの，そのときばかりであった。 

 ｄ 職員との関係 

職員との関係では，原告は，自分勝手で独善的であり協調性がな

い。 

   原告は，周りの職員にカバーされていることを分かろうとせず，

あるいは当然という振る舞いであったため，他の職員からは「どこ

までカバーすれば良いんでしょうか」，「何とかならないもんでし

ょうか」などと，不満や不信の声があがっていた。 

 ｅ 保護者からの意見 

   保護者からは，「あんな先生だと知って何で担任にしたのか」，

「３年生の担任にだけは絶対にさせられないのでよろしく」等の声

がＤ校長及びＰＴＡ会長に挙がっていた。 

   なお，これに関連し，同月２４日にも，Ｂ町教委教育長宛に２人

の保護者から相次いで電話があり，「原告を３年生の担任にはしな

いで欲しい」との要望がされた。 

(3) 争点(3)（研修内容の不相当性）について 

ア 原告の主張 

(ア) 被告らの目的は，原告を報復的に学校現場から排除することであ

ったから，被告らは，本件研修の内容について真剣に検討せず，以下

のとおり，原告に対して明らかに不適切な研修を行った。 

(イ) 長期特別研修は，教員を学校現場から隔離して特別の長期の研修
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を課すものである以上，本当に研修員の能力を高めたり，欠陥を補っ

たりすることに特段に配慮された研修内容でなければならないにもか

かわらず，平成１２年４月から同１４年３月までの松島野外活動セン

ターにおける本件研修の内容は，同センター利用者の対応をすること

はともかく，机に向かっての独学と，環境整備作業と銘打った，遊歩

道の造成，倒木の運搬，雪かき，リヤカーの製作，建物の解体作業，

草刈り，自転車の整備作業などの野外作業であり，しかも，被告ら

は，原告に対し，何ら具体的説明をしなかったので，原告としては，

どんな目的意識を持ってどんな研修をすればよいのか皆目見当がつか

ない状態であり，研修の獲得目標や研修方法に配慮がされておらず，

研修の効果も期待できない代物であった。このように，被告らは，原

告に対し，原告の欠点をきちんと指摘，自覚させ，具体的な改善目標

や研修目標を掲げさせることもなく，漫然と独習と肉体作業を原告に

命じ続けてきた。 

  長期特別研修制度は，東京都を始め各地で行われているが，松島野

外活動センターのような施設で単に利用者対応をさせたり環境整備作

業をさせたりするようなことは行われておらず，学級崩壊などを来し

た指導力不足教員に対して，指導官がマンツーマンで指導して，適切

な授業ができるように導くなど研修が行われるのが一般的であり，個

々の教員の課題に応じた研修が配慮されている。また，現在の宮城県

における長期特別研修の内容（研修場所，研修を受ける具体的理由や

獲得目標の説明，専門の指導教官の有無，研修成績の告知等）と比較

しても，松島野外活動センターでの長期特別研修は余りに不当なもの

である。 

イ 被告らの主張 

(ア) 被告宮城県の主張 
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  原告には，職場の上司，同僚に対する節度をわきまえない非協調

的，反抗的，挑戦的態度がうかがわれるので，原告への研修として

は，学校内での指導効果を期待できず，いったん職場を離れ，自己を

見つめ直す機会を与える必要があった。 

  松島野外活動センターは，幅広い年齢層の人たちが利用して，児童

生徒と接する機会も多い施設で，そこに勤務する社会教育主事の多く

は，教員資格を有している。原告がこのような施設で社会教育主事と

ともに利用者対応補助や環境整備作業を行い，一つの目標に向かって

協力し合うことは，組織の一員としての自覚及び協調性を養う点で有

意義であるとともに，引率教員の指導ぶりや社会教育主事の利用者

（児童生徒）への接し方を観察しつつ，自らも利用者と接すること

は，原告が教育現場における児童生徒との関わりの持ち方を考察する

に当たって効果的である。 

  また，環境整備活動作業のように肉体労働を伴う作業も，社会が様

々な作業によって支えられていることを改めて認識し，幅広い視野を

身につけさせ他への配慮の大切さを体得するとともに，社会教育主事

と協働することによって，協調性を養うという点で有意義である。 

  さらに，研修期間中，半年ごとに一つの課題を掘り下げて検討する

テーマ研修にも多くの時間が割り当てられており，原告が教育指導の

在り方等を振り返り，今後の改善を図るための適切な内容であった。 

(イ) 被告多賀城市の主張 

  松島野外活動センターにおける原告の研修内容に違法性はない。 

(4) 争点(4)ア（被告宮城県の責任）について 

ア 原告の主張 

(ア) 県教委及びＣ県教委教育長は，原告が宮城県教育委員会の関係者

らを相手取って損害賠償請求訴訟を起こしていたことや，市民運動を
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していることに嫌悪感を有していたことから，被告町及びＤ校長に対

して，原告を監視するよう指示し，Ｐ中学校ＰＴＡなどから原告に不

利な情報を集めさせて報告させ，このような意図的に集めた情報を基

に，被告町に事前協議申請をさせ，違法な本件処分を決定した。 

(イ) 県教委及びＣ県教委教育長は，研修内容に何らの配慮をせずに無

意味で制裁的な長期特別研修のプログラムを立ててこれを実施し，研

修理由や獲得目標すら不明の無駄でかつ苦痛な研修を課した。 

(ウ) 上記(ア)及び(イ)の県教委及びＣ県教委教育長の行為は，不法行

為に当たり，Ｃ県教委教育長は，被告宮城県の公権力の行使に当たる

公務員であり，上記(ア)及び(イ)は職務上の行為であるから，被告宮

城県は，国家賠償法１条１項の賠償責任を負う。 

(エ) なお，本件研修命令は，本件要綱に定められたとおりの手続によ

って発令されたのであるから，県教委及び担当センターがその発令及

び研修プログラムの策定に主導的な役割を果たしていたことは明らか

である。 

イ 被告宮城県の主張 

(ア) 教員に対して長期特別研修命令をするのは，派遣元の長であり，

宮城県教育委員会は，教員に対して長期特別研修命令を下す立場には

ない。 

(イ) 原告が本件研修命令を受けるに至った本質的な理由は，原告の教

師としての職務そのものの問題であったのであり，原告の住民訴訟提

起等が問題であったとしているのは，原告に問題の本質の理解が欠け

ているからである。被告宮城県では，県教委において，原告への報復

目的のために動いた者は，教育長を始め誰一人として存在しない。 

(ウ) 派遣元の長が長期特別研修命令を発するに至るまでには，長期特

別研修教員としての当否を公正に決定するため，詳細な記録に基づ
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き，市町村教委が県教委に事前協議するか否かを判断し，さらには，

県教委検討会議等で認定が適当か否かを判断した上で，市町村教委が

研修命令を発するかどうかを決定するのであり，システムとして恣意

が排除されている。 

(5) 争点(4)イ（被告多賀城市の責任）について 

ア 原告の主張 

(ア) Ａ市教委教育長は，原告に対する服務監督権限を有していたので

あるから（地教行法４３条１項），原告に長期特別研修を命ずる理由

があるのかどうかを慎重に判断するべきであったのにこれを怠り，県

教委の恣意的な働きかけを目の当たりにしたにもかかわらず，県教委

の見解を無批判に受け入れて，必要性のない本件研修命令をしたので

あるから，Ａ市教委教育長の行為は，不法行為に当たる。 

(イ) Ａ市教委教育長は，原告に対し，服務監督権限を有しており（同

法４３条１項），また，本件要綱１２条，１６条によれば，長期特別

研修の状況を把握して，どのような研修がより効果的かを検討しなけ

ればならず，必要に応じて意見を申し出るべき立場にあったのである

から，松島野外活動センターでの原告の研修内容を把握し，研修内容

が不適切であることを察知して，意見を出して，研修内容を改善でき

たにもかかわらず，漫然とこれを怠り，定期的な最低限の報告を受け

ていただけで原告の研修内容を何ら把握しようとせず，研修内容を県

教委と松島野外活動センターに任せきりにして，効果のない研修を続

けさせ，これにより，原告は，甚大な精神的肉体的苦痛を味わうこと

になったのであるから，Ａ市教委教育長のこの行為は，不法行為を構

成する。 

(ウ) Ａ市教委教育長は，被告多賀城市の公権力の行使に当たる公務員

であり，上記(ア)及び(イ)は職務上の行為であるから，被告多賀城市
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は，国家賠償法１条１項の賠償責任を負う。 

イ 被告多賀城市の主張 

(ア) 本件研修命令についての形式的な発令者は，Ａ市教委教育長であるもの

の，県教委が原告の任命権者であり，本件研修を主体となって実施したこ

と，県教委教育長が検討会議の議を経て研修の必要性の有無を決定すること

等からすれば，Ａ市教委教育長においては，原告に対し，長期特別研修の必

要性を判断する実質的権限がなかった。 

  原告は，同年３月まで，Ｐ中学校の教員であったものであり，多賀

城市教委としては，県教委からの強い要請により，原告の受入れを断

り切れず，同年４月１日付けをもって原告を多賀城市立Ｑ小学校の教

員として受け入れ，かつ，県教委からの長期特別研修教員として認め

る旨の回答に従って，本件研修命令をしたものである。 

  したがって，Ａ市教委教育長が本件研修命令をしたことに違法はな

い。 

(イ) 松島野外活動センターは，県教委によって管理運営されているも

のであるし，本件研修の研修内容が教育公務員に対するものとしてお

よそ相応しくないものであるということはないから，Ａ市教委教育長

には，研修内容の改善の意見を申し出るべき義務はなく，仮にそのよ

うな義務があるとしても，義務違反の事実はない。 

(6) 争点(4)ウ（被告七ヶ浜町の責任）について 

ア 原告の主張 

(ア) Ｂ町教委教育長は，原告が県教委関係者らを相手取って損害賠償

請求訴訟を提起していたことに嫌悪感を持っていた県教委と意を通

じ，原告を学校現場から排除するため，平成１２年３月２１日，県教

委教育長に対して，Ｄ校長が原告を長期間監視した上でかき集めたあ

ら探し情報を基に構成された一方的評価であり，かつ，事実無根の情
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報に基づき，原告について，「教育指導力について特に研修を要する

と認められる者」という事前協議申入れの要件を欠くにもかかわら

ず，事前協議を申し入れ，原告に対し，違法な本件処分をさせた。 

  これにより，原告は，本件研修命令を発せられ，２年間も松島野外

活動センターでの苦役を強いられることとなり，精神的肉体的損害を

被っているから，Ｂ町教委教育長及びＤ校長の前記行為は，不法行為

（民法７０９条）を構成する。 

(イ) Ｂ町教委教育長及びＤ校長は，被告七ヶ浜町の公権力の行使に当

たる公務員であり，上記(ア)は職務上の行為であるから，被告七ヶ浜

町は，国家賠償法１条１項の賠償責任を負う。 

イ 被告七ヶ浜町の主張 

(ア) 原告に対する報復目的というのは，原告の邪推である。 

  原告については，従前から教員としての資質を疑わせる数多くの言

動があり，Ｂ町教委教育長ないしＤ校長が県教委に事実報告をしてい

たが，その間に本件要綱の制定の通知を受け検討したところ，原告に

は長期特別研修が必要であるとの判断に至り，事前協議を申し入れた

のであり，何らの恣意性もない。 

(イ) また，原告は，原告に長期特別研修を課して学校現場から排除

するべく，Ｂ町教委教育長，Ｄ校長らが原告のあら探しをしたとも主張

するが，そのような意図はないし，原告には，客観的にみて教員として

の問題行動が多く，これが単なる「あら探し」としてすませられる程度

のものでないことは明らかである。Ｂ町教委教育長及びＤ校長は，それ

らの原告の行動を問題と感じ，適宜，記録化していたものが，後日，検

討会議の判断材料とされたにすぎない。県教委に対する報告の当時，Ｂ

町教委教育長及びＤ校長らは，本件要綱の制定を知らされていなかっ

た。 
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(7) 争点(5)（損害額）について 

ア 原告の主張 

 (ア) 慰謝料                     ２００万円 

   原告は，本件研修命令によって所属教育機関における教育に携わる

機会を奪われただけでなく，平成１２年４月２日から同１４年３月末

日まで，教育指導力とは何の関係もない「環境整備作業」や孤独な独

習を課され，甚大な精神的苦痛を味わった。これらによる精神的苦痛

に対する慰謝料としては２００万円を下らない。 

 (イ) 弁護士費用                    ４８万円 

   被告らが任意に損害賠償に応じないため，原告は，１１名の弁護士

を依頼して本件訴訟提起を余儀なくされ，日本弁護士連合会報酬基準

どおりの着手金１６万円及び報酬３２万円を支払う旨約したので，被

告らの不法行為と相当因果関係にある損害としての弁護士費用は４８

万円が相当である。 

イ 被告らの主張 

  争う。 

第３ 争点に対する判断 

１ 前記争いのない事実等に，証拠（甲７，１６，１９の１・２，３９，４

０，４４，４６，８８，８９，乙７の１ないし３，８の１ないし７，９の１

ないし３，１７の１・２，２５，２６，２７の１ないし９，２８の１・２，

２９，３０の１・２，３３，３４，３８ないし４１，４２の１・２，４３，

４４，４５の１ないし４，４９ないし８７，９１の１ないし３，９２の１・

２，９３の１ないし３，９４の１・２，９５の１ないし３，９６の１・２，

１０１ないし１０４，丙１ないし３，５，６，証人Ｄ，証人Ｂ，証人Ｇ，原

告本人）及び弁論の全趣旨を総合すると，次の事実が認められる。 

(1) 原告の勤務状況等 
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ア 原告は，平成１０年４月１日より，Ｐ中学校教諭に補された。 

イ 原告は，Ｏ小学校在籍当時の平成９年度及びＰ中学校に異動後の平成

１０年度，朝の打合せの司会，学校日誌への記載，校内巡視，施錠の平

日の日直業務のうち，朝の打合せの司会については実施したものの，そ

の他については管理職の職務であるという考えに基づき，校内巡視や施

錠については校長から是非とも実施してほしいと頼まれた場合や裁判例

等を示された場合に限り実施し，学校日誌への記載も内容の記載はする

ものの記名，押印をわざとしなかった。同年８月３１日には，学校日誌

への記載，校内巡視，施錠の一切を拒否した。 

ウ Ｂ町教委教育長は，同日に原告が学校日誌への記載，校内巡視，施錠

の一切を拒否したことについて，職務命令違反ではないかとの問題意識を持

ち，その旨仙台教育事務所を通じて県教委に報告し，同年９月中旬ころ，県

教委に相談に赴いた。 

  Ｂ町教委教育長は，職務命令違反に該当するか否かの見解を県教委に

仰いだところ，特段の返答はなく，県教委教育次長より，日直拒否のみ

をもって，県教委が職務命令違反か否かを判断することはできないた

め，職務命令違反が問題となり得るもので確認できるものがあればまと

めるようにとの指示を受けた。 

エ その後，Ｂ町教委教育長は，原告の行動に関し，事実調査をし，①平

成９年度以降，日直勤務を度々拒否していたこと，②昼休みに仕事をした分

早く退勤すると言って無断早退勤をしたこと，③学校の印刷機で自らが行っ

ていた裁判に関する新聞への折り込み紙を印刷したこと，④ファックスを私

的使用したこと，⑤児童に対し体罰をしたこと，⑥秋の交通安全週間中の登

校指導について校長からの依頼を拒否し，参加しなかったこと，⑦上司等へ

の侮辱的言動をしたこと等の原告の問題行動を整理の上，平成１１年１月１

４日ころ，宮城県仙台教育事務所長であったＧ（以下「Ｇ」という。）に対
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し，原告の言動に関する報告書を提出した。 

オ 七ヶ浜町中学校のＰＴＡ会長であったＨは，同年３月５日ころ，県教

委に対し，父母教師会会長の肩書を付した上で，原告が住民訴訟を行っ

ていることを批判するとともに，原告が教員として相応しくないといっ

た意見書を提出した。同意見書は，七ヶ浜町役場のファクシミリによ

り，県教委に送付された。 

カ Ｄ校長は，同年４月１日，Ｐ中学校の校長として着任し，原告の上司

となった。着任に際しては，前任のＦ校長から，原告について，職員間

の和を欠く場合が多いとの口頭での引継ぎを受けた。 

  原告は，同日より，２年２組の担任となった。始業式が終わった後，

原告は，自分のクラスの生徒達に対し，本当は担任をしたくなかった旨発言

をした。 

  そのことを契機として，Ｄ校長は，原告の行動についてメモを取るよ

うになり，同年６月以降，Ｂ町教委教育長に対し，原告の勤務状況に関

する報告書を提出し，Ｂ町教委教育長は，同報告書を県教委に提出し

た。 

キ 平成１１年度における原告の勤務状況 

(ア) 休暇の取得状況 

ａ 同年４月１日から平成１２年２月末日まで 

  特別休暇１９件７３時間（９日と１時間），年次有給休暇４９件

１５９時間（１９日７時間），病気休暇６件１７６時間（２２日） 

  この期間中の原告が担当する社会科の欠課時間数は，合計１００

時間程度であり，欠課時間数の多いクラスでは，年間の総授業時間

数が１４０時間あるうちの２１時間を欠課した。 

ｂ 同年３月 

  特別休暇４件２０時間（２日と４時間），年次有給休暇８件３１
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時間（３日と７時間），病気休暇１件４時間 

ｃ 原告は，上記のように休暇を取得した際には，生徒に対し，白地

図，ワークブック，業者が作ったプリントによる自習課題を行わせ

て提出させ，事後的に自習状況を確認したり，次の授業の際に質問

を受け付けるなどの対応をした。 

(イ) 参観授業当日の休暇取得を巡る問題 

  平成１１年４月ころ，Ｐ中学校において，同年１２月９日の５時間

目が参観授業となることが決まり，同年１１月２６日の職員会議（原

告は病気休暇取得のため欠席）において，この参観授業を原告が担当

することに決まった。原告は，同日の職員会議の内容について特段確

認をしなかった。 

  原告は，Ｄ校長に対し，同年１２月１日，自らが原告となっていた住

民訴訟の判決言渡期日が同月９日に指定されていたことから，同日に

ついての年次有給休暇を申請したところ，Ｄ校長は，これを許可し

た。原告は，同日の数日前に，Ｉ学年主任から参観授業の担当が当た

っていることを知らされたが，教務主任が参観授業を代わってくれる

者を探すものと思い込み，自ら探すことはなかった。 

  Ｄ校長は，同月８日までには，１年の主任が参観授業の担当を

原告と交替できる手はずを整えていたが，本来は原告自身が授業の交

換について対応すべきと考え，原告に対し，その旨注意したが，原告

は，「それは管理職がやることでしょう。」等の感情的な発言に終始

し，素直に注意を受け入れようとはしなかった。そのため，Ｄ校長

は，原告に注意した後，１，２年の主任に対し，上記準備どおり，参

観授業の交換をするように指示した。 

(ウ) 職員会議等の欠席 

  同年度中，原告は，職員会議を１４回中１０回欠席し，学校評価会
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議に至っては，３回中３回とも欠席した。原告は，職員会議を欠席し

た後，職員会議の要綱や職員会議録を見たり，同僚に聞く等の事後的

に補完する措置をその都度十分には行っていなかった。 

  職員会議は，校長を中心に職員が協力して学校の教育活動を展開す

るため，学校運営に関する校長の方針や様々な教育課題への対応方策

についての共通理解を深めるとともに，児童生徒の状況等について，

担当する学年，学級，教科を超えて情報交換を行うなど，職員間の意

思疎通を図る上で重要な意義を有する。また，学校評価会議も，1 年

間の教育活動を反省し，それに基づいて次年度の教育計画を作成する

重要な意義を有するものである。 

(エ) 給食指導 

  原告は，同年度当時，給食時間になっても職員室におり，給食当番

の配膳ができたころに教室に行くということが多く，他の職員からＤ

校長に対し，原告の給食指導に対する姿勢を疑問視する指摘がされ

た。同年６月１１日，Ｄ校長は，原告に対し，食事をとる際だけでな

く，事前，事後の指導もするように注意したが，原告は，「そんなこ

と言われるのは頭にくるよ。いろいろ仕事があり，あの時間帯は活用

できる時間なんだ。」等と述べて，素直に注意を聞き入れようとはし

なかった。 

  給食指導は，教科課程の一領域である特別活動のうち学級指導に含

まれるものである。 

(オ) 校務分掌 

ａ 日直 

  原告は，同年度には，原告の代わりに他の教員が平日の日直業務

を行ったと聞き，平日の日直業務を教員が行うことへの疑問を感じ

つつも，学校日誌の記載，校内巡視，施錠等も行うようになった。 
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  学校日誌の記載や校内巡視，施錠等の業務も，校務に属し，特に

校内巡視や施錠は，不審者の進入を防止して児童生徒の安全を確保

するために必須の校務であり，校長は，教員に対し，これを分担さ

せることができる。 

ｂ 安全点検 

  原告は，同年度当時，安全点検係の担当であり，Ｄ校長から，点

検ファイルを毎月１回配布するよう指示されていたが，２か月に１回

の配布で十分であると独自に判断したことから，２か月に１回点検フ

ァイルを配布した。 

  安全点検も，児童生徒の生命，身体を守るため重要な校務である。 

ｃ 交通安全街頭指導への不参加 

  原告は，同年度の交通安全街頭指導につき，Ｄ校長から職員会議

の中で他の教員とともに交通安全街頭指導の趣旨及び勤務時間より

早く働く分早く退勤してもよいという勤務時間の配慮等の説明を受

けた上で，担当日時，場所の割当てをされたにもかかわらず，勝手

に割当てをされたと不快に思い，事前，事後の連絡もなく，当日に

なって交通安全街頭指導に参加しなかった。 

  交通安全街頭指導は，児童生徒が交通安全における決まりを守

り，安全に行動できるように，児童生徒に対し登下校の指導をする

ことにより，自他の命を尊重し，安全な生活を営むことのできる態

度や実践力を養うことを目的とするもので，校務に含まれ，校長

は，教員に対し，これを分担させることができる。 

(カ) 保護者や同僚の声 

ａ 上記オの意見書の提出を受けて実施された同年４月２２日の県教

委のＰＴＡ事情調査において，原告の生徒の保護者と思われる者か

ら，原告には，教育に対する前向きな姿勢や学級を作り上げるとい
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う姿勢が見られないという指摘があった。 

ｂ 同年７月１６日のＰＴＡが主催する地区懇談会において，原告の

生徒の保護者から，原告がいつも休んでいて子供の勉強が心配であ

るという指摘があった。 

ｃ 同年１０月１５日，ＰＴＡ本部役員会において，原告の生徒の保

護者と思われる者から，あんな先生だと知っていながら何で担任に

したのか等の意見が出された。 

ｄ 平成１２年２月ころ，Ｐ中学校の教職員の学校評価の中で，原告

の校務分掌等に対する不信の念が表明された。 

(2) 本件研修命令の発令に至る経緯等 

ア 県教委は，多賀城市教委及び七ヶ浜町教委に対し，同月１７日ころ，

同年３月７日付けの「宮城県公立学校教育長期特別研修に関する要綱の

制定について（通知）」と題する文書をもって，本件要綱の制定を本件

要綱を添付の上で通知した。 

イ Ｂ町教委教育長とＤ校長は，協議の上，原告について，長期特別研修

の必要性があるという結論に達したため，Ｂ町教委教育長は，同月２１

日，Ｃ県教委教育長に対し，原告について，Ｄ校長の意見を付した上

で，長期特別研修を必要とするとして，事前協議を申し入れた。 

ウ 検討会議は，同月２３日，原告について，「積極的に生徒を受け入れ生

徒と関わるという教員として最も必要な姿勢が欠落していると認められ

る。また，独善的で非協調的であることで，校内においては教職員の協力

関係を構築できず，学校の生徒に対する円滑で十分な教育の実施を阻害し

てしまい，他面で，校外的にも保護者をはじめとした地域の不信を強めて

おり，学校にとって極めて問題のある状況である。」「学校が適切な事務

分掌と教職員の円滑な協力連携により組織的に行われなければならないこ

とを理解し，自己の意見の主張ばかりでなく，他人の意見を受け入れ，ま
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た積極的に対人関係を構築して業務運営の調整を図るなどの協調性が求め

られる」「生徒及び保護者が教員に求めるものを理解し，職務の遂行に必

要な実践的指導力と教員としての自発的な使命感を持つことによって，本

来有する熱意を学校教育に傾注すること」が求められるとして，長期特別

研修を必要と認めた上で，研修内容について，「組織における事務分掌と

協調性について，また生徒と向き合うという教員の基本的使命などについ

て，真摯に熟考し，自ら修練するための研修が必要であ」り，以下のよう

なものを含むことが適当であり，これを踏まえて教育研修センターが長期

特別研修プログラムを作成すべきである旨の検討結果をＣ県教委教育長に

報告した。 

(ア) 組織分掌の意義を自覚し，協調性を涵養するとともに，教員とし

ての視野を広げるために，組織的事務分掌に従った業務に携わること 

(イ) 児童生徒の心理，学級経営，生徒指導（学習指導，生活指導）の

意義，内容等について調査研究すること 

(ウ) 教員としての視野を広げるために，社会教育，教育心理などにつ

いて調査研究すること 

(エ) また，当該教員の長所と考えられる面を積極的に伸長させること

により，主体的意欲的な研修の効果が期待されるが，当該教員はサッカ

ー指導に熱意をもって取り組んできたことから，スポーツ，野外活動等

を通した学習指導，教材開発等の調査研究の観点を取り入れることが有

効であると考えられる。 

(オ) なお，研修手法としては，適時に研究主題を与えて報告を求める

など，当該教員の自覚と主体的意識の涵養を促す方法も取り入れる。

また，既存の研修である初任者研修や経年研修の中で有効と考えられ

る講話，課題研究等を適宜活用することとする。 

  そのころ，宮城県教育庁教職員課課長，Ｇ，仙台教育事務所長らが，
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多賀城市教委を訪ね，在籍だけで学校現場には立たせないこと，同年４

月から２年間を限度とすることを条件として原告の受入要請をし，多賀

城市教委は，原告をＱ小学校の教員として受け入れることを承諾した。 

エ Ｃ県教委教育長は，同月２４日，Ｂ町教委教育長に対し，原告につ

いて，長期特別研修を必要と認める旨の回答をした。 

  Ｂ町教委教育長は，同日，Ａ市教委教育長に対し，原告を長期特別

研修とすることについての協議を申し入れた。 

  Ｄ校長は，同日，原告に対し，Ｑ小学校に転任であること，県教委の

指定により長期特別研修を受ける予定であること，内容等についてはＱ

小学校の校長の指示があることを説明した。 

オ Ｂ町教委教育長とＡ市教委教育長は，同月２９日，Ａ市教委教育長が

上記イ及びウの経緯を引き継ぎ，原告に対する長期特別研修命令をする

ことを合意した。 

カ 原告は，同年４月１日，Ｑ小学校教諭に補された。 

キ Ｅ県教育研修センター所長は，同月３日，Ａ市教委教育長に対し，原

告の長期特別研修プログラムを通知した。 

  Ｃ県教委教育長は，同日，Ａ市教委教育長に対し，原告に対して長期

特別研修命令を行うよう依頼した。 

  Ａ市教委教育長は，同日，原告に対し，本件研修命令をした。 

(3) 本件研修の具体的実施状況等 

ア 原告は，同月５日の本件研修のオリエンテーションの際，長期特別研

修プログラムについて説明を受けた。長期特別研修プログラムには，テ

ーマ研修と実践研修を並行して実施すること，テーマ研修は，個人の抱

えている問題状況の認識及びその解決や教員に必要な資質，能力を高め

ることを目的とし，同年度の前期には「コミュニケーション・組織（人

間関係）」，後期には「教育観・教育愛（生徒理解等）」を題材とする
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こと，実践研修は，組織の一員として共通の目的に向かって協力する姿

勢を培うことを目的とし，担当業務の目的達成にかかわる補助的な作業

を通して，協力体制の必要性を知るとともに，達成感，成就感，満足感

から自己に対する自信を取り戻すことにより，現場復帰等の勤労意欲の

向上を図ることなどが記載されていた。 

イ 宮城県教育庁教職員課課長Ｊは，同年５月１８日，原告に対し，長期

特別研修についての説明書を送付した。同説明書には，「前任の学校長

や町教委のみならず，保護者からも生徒に向き合って欲しいとの声が直

接県教委にも寄せられておりました」ということなどが記載されてい

た。 

ウ 松島野外活動センターでの同年度の実践研修としては，施設利用者の

多い４月から１０月までは，オリエンテーションの実践及び補助，マレ

ットゴルフ，釣り，貝殻細工などの実践及び指導，自転車の貸出し，野

外炊飯等の準備や後片づけ等の利用者対応補助，施設設備の管理補助，

野外活動補助等の業務を行い，施設利用者が少なくなる１１月から３月

までは，翌年の準備のための整備計画に基づく，遊具の点検及び補修，

遊歩道の補修，倒木運搬等の環境整備作業を行った（環境整備活動は，

おおむね午前中の２時間程度行われた。）。また，１年を通じて，年に

数回行われる松島野外活動センター主催事業（野外活動フェスティバル

等）の補助的業務等を行った。 

エ 平成１３年度の実践研修も基本的には前年度と同様であるが，同年度

は「一歩進んだ形の実践研修」ということで，補助的業務から支援者，

指導者としての活動に重点を置くこととされた。 

オ 松島野外活動センターには，社会教育主事（多くは教員資格を有す

る）が配置され，日常的に上記ウ，エのような作業を行っているが，原

告の研修についても，４名の社会教育主事が役割を分担して研修支援に
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当たっており，原告は，環境整備作業等の上記業務を社会教育主事とと

もに行った。 

カ 同年１１月２６日から５日間，Ｑ小学校において授業実践研修が行わ

れ，原告は，４年生の国語の授業として接続詞，接続助詞の使用法に関

する授業を行った。 

キ テーマ研修には，平成１２年度も平成１３年度も，年間を通して毎日

おおむね６ないし７時間が割り当てられ，原告は，以下のテーマを自ら

選択して，調査研究を行い，報告書を提出した。 

 (ア) 平成１２年度前期 

社会教育施設勤務の実際とその実践（コミュニケーション・組織

〈人間関係〉について） 

(イ) 同年度後期 

主催事業における補助的業務と環境整備活動について 

(ウ) 平成１３年度前期 

校外（野外）活動における目的と安全確保及び校外活動における生

徒指導の実際（利用者対応における補助的業務を通して） 

(エ) 同年度後期 

新教育課程の推進の在り方について（授業実践研修を通して） 

ク 本件研修において，原告が実際に行った研修内容別の時間は，平成１

２年度は，テーマ研修が９９５時間，環境整備活動が１７８時間，野外

活動等の補助が１０２時間などとなっており，平成１３年度は，テーマ

研修が１４３４時間，環境整備作業が１５時間などとなっている。 

ケ 同年５月１９日，宮城県の長期特別研修制度が仙台放送の報道番組

「ＣＡＴＣＨ」において取り上げられ，放映された。同番組では，原告

が実名で登場し，長期特別研修の問題点について意見を述べるととも

に，松島野外活動センターにおいて原告が環境整備作業に従事している
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様子が放映されているが，これを見た視聴者は，あたかも原告が毎日，

専ら土木作業に従事しているかのような誤解をしかねず，現に視聴者か

ら強制収容のように感じた旨の反応が寄せられた。番組の作成に当たっ

て，松島野外活動センターには取材の申込みがされておらず，作業の様

子の映像は，原告から仙台放送に提供された。 

  ｢ＣＡＴＣＨ｣の放映により，原告とともに環境整備作業に従事し

ていた社会教育主事をはじめ，松島野外活動センターの所員の間には原

告に対する失望と憤りが広がり，被告宮城県から松島野外活動センター

の指導担当官に指名されたＫ等は，県教委に対して，｢ＣＡＴＣＨの放映

後，原告との信頼関係が低下している｣旨報告した。 

コ Ａ市教委教育長は，平成１２年４月に研修プログラムの通知を受け，平

成１３年３月に長期特別研修報告書を受領し，同年４月に研修プログラム

変更の通知を受け，同年１１月と平成１４年３月に長期特別研修報告書を

受領したが，その間，研修内容について，特段の意見を述べることはなか

った。 

２ 争点(1)（本件要綱の定める長期特別研修制度の違憲性）について 

(1) 当裁判所は，本件要綱の定める長期特別研修制度は，憲法３１条に違反

するものではないと判断する。その理由は以下のとおりである。 

ア 学問の自由を保障した憲法２３条により，学校において現実に子ども

の教育の任にあたる教師には教育の自由が保障されており，公権力によ

る支配，介入を受けないで自由に子どもの教育内容を決定することがで

きるとする見解は，当裁判所の採用するところではない。 

 確かに，憲法の保障する学問の自由は，単に学問研究の自由ばかりで

なく，その結果を教授する自由をも含むと解されるし，専ら自由な学問

的探求と勉学を旨とする大学教育に比してむしろ知識の伝達と能力の開

発を主とする高等学校以下の普通教育の場においても，例えば教師が公
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権力によって特定の意見のみを教授することを強制されないという意味

において，また，子どもの教育が教師と子どもとの間の直接の人格的接

触を通じ，その個性に応じて行われなければならないという本質的要請

に照らし，教授の具体的内容及び方法につきある程度自由な裁量が認め

られなければならないという意味においては，一定の範囲における教授

の自由が保障されるべきことを肯定できないではない。しかし，大学教

育の場合には，学生が一応教授内容を批判する能力を備えていると考え

られるのに対し，普通教育においては，児童生徒にこのような能力がな

く，教師が児童生徒に対して強い影響力，支配力を有することを考え，

また，普通教育においては，子どもの側に学校や教師を選択する余地が

乏しく，教育の機会均等をはかる上からも全国的に一定の水準を確保す

べき強い要請があること等に思いをいたすときは，普通教育における教

師に完全な教授の自由を認めることは，とうてい許されないところとい

わなければならない（最高裁昭和４３年（あ）第１６１４号同５１年５

月２１日大法廷判決・刑集３０巻５号６１５頁参照）。 

イ 憲法中教育そのものについて直接の定めをしている憲法２６条は，そ

の１項において，「すべて国民は，法律の定めるところにより，その能

力に応じて，ひとしく教育を受ける権利を有する。」と定め，その２項

において，「すべて国民は，法律の定めるところにより，その保護する

子女に普通教育を受けさせる義務を負ふ。義務教育は，これを無償とす

る。」と定めている。この規定は，福祉国家の理念に基づき，国が積極

的に教育に関する諸施設を設けて国民の利用に供する責務を負うことを

明らかにするとともに，子どもに対する基礎的教育である普通教育の絶

対的必要性に鑑み，親に対し，その子女に普通教育を受けさせる義務を

課し，かつ，その費用を国において負担すべきことを宣言したものであ

るが，この規定の背後には，国民各自が，一個の人間として，また，一
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市民として，成長，発達し，自己の人格を完成，実現するために必要な

学習をする固有の権利を有すること，特に，みずから学習することので

きない子どもは，その学習要求を充足するための教育を自己に施すこと

を大人一般に対して要求する権利を有するとの観念が存在していると考

えられる。換言すれば，子どもの教育は，教育を施す者の支配的権能で

はなく，何よりもまず，子どもの学習をする権利に対応し，その充足を

はかりうる立場にある者の責務に属するものとしてとらえられている。

また，憲法２６条は，子どもに対する教育内容を誰がどのように決定す

るかについて，直接規定しておらず，憲法上，親は家庭教育等において

子女に対する教育の自由を有し，教師は，普通教育の場においても，授

業等の具体的内容及び方法においてある程度の裁量が認められるという

意味において，一定の範囲における教育の自由が認められるが，それ以

外の領域においては，国及び地方公共団体は，子ども自身の利益の擁護

のため，又は子どもの成長に対する社会公共の利益と関心にこたえるた

め，必要かつ相当と認められる範囲において，子どもに対する教育内容

に介入し，これを決定する権能を有するものと解される。 

 教育基本法１０条は，憲法の上記趣旨を受けて教育と教育行政との関

係についての基本原理を明らかにしたものであり，その１項において，

「教育は，不当な支配に服することなく，国民全体に対し直接に責任を

負って行われるべきものである。」と定め，その２項において，「教育

行政は，この自覚のもとに，教育の目的を遂行するに必要な諸条件の整

備確立を目標として行われなければならない。」と定めているが，その

趣旨は，国及び地方公共団体の教育統制権能を前提としつつ，教育行政

の目標を教育の目的の遂行に必要な諸条件の整備確立に置き，その整備

確立のための措置を講ずるにあたっては，教育の自主性尊重の見地か

ら，これに対する「不当な支配」となることのないようにすべき旨の限
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定を付したところにその意味があり，したがって，教育に対する行政権

力の不当，不要の介入は排除されるべきであるとしても，子ども自身の

学習する権利を擁護し教育における機会均等を確保するという許容され

る目的のために必要かつ合理的と認められるそれは，たとえ教育の内容

及び方法に関するものであっても，必ずしも同条の禁止するところでは

ないと解するのが相当である（前掲判決参照）。 

ウ ところで，教育基本法１０条２項にいう教育の目的を遂行するに必要

な諸条件の整備確立の内容としてまず考えられるのは，教育施設の設置

管理及び教員配置等のいわゆる教育の外的事項に関する条件の整備であ

り，そこで言う教員の配置には，数的配置のみならず，一定の水準の教

育指導力を備えた教員の配置，すなわち質的配置も含まれるものと解さ

れる。したがって，公立学校その他の教育機関の職員の任免その他の人

事に関する事務等を管理し，執行する権限を有する地方公共団体の教育

委員会（地教行法２３条，３２条，４３条等）としては，子どもの学習

をする権利の充足をはかりうる立場にある者の責務として，当該地方公

共団体に居住する子どもが均しく一定の水準以上の教育を受けられるよ

う，一定の水準の教育指導力を備えた適切な人数の教員を公立学校に配

置すべき職責を負っていると言わなければならない。 

 本件要綱は，県教委の負っている上記職責を前提とし，県教委の任命

に係る公立学校の教員の教育指導力のレベルを確保する目的で定められ

たものであって，その究極の目的は，当該教員からの教育を受ける立場

にある子どもの学習する権利を擁護し，教育の機会均等を実現すること

にあるということができる。他方，特定の教員の教育指導力の水準が一

定のレベルに達しているかどうかを判断し，これに研修を命ずるに当た

っては，当該教員の教育内容にある程度介入せざるを得ない場合もあり

得よう。しかし，普通教育を受ける年代の子どもにとって，普通教育に
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充てられる時間は，可塑性に富み，様々な事象に対する関心を広げ，自

己の能力を開発するのに最も適した，その子どもの人生の中でも限られ

た貴重な時間である。このような貴重な時間を，教育指導力の不足した

教員によって失うことがあるとすれば，その子どもにとってこれによる

損失は計り知れない。したがって，上記のような損失を最小限に食い止

めるために，教員の教育内容に必要かつ合理的な限度で介入すること

は，上記イのとおり，憲法２６条及び教育基本法１０条の趣旨に反する

ものではないというべきである。 

エ 憲法３１条の定める法定手続の保障は，直接には刑事手続に関するも

のであるが，行政手続については，それが刑事手続ではないとの理由の

みで，そのすべてが当然に同条による保障の枠外にあると判断すること

は相当ではない。しかしながら，同条による保障が及ぶと解すべき場合

であっても，一般に，行政手続は，刑事手続とその性質においておのず

から差異があり，また，行政目的に応じて多種多様であるから，行政処

分の相手方にどのような法定手続が保障されるかは，行政処分により制

限を受ける権利利益の内容，性質，制限の程度，行政処分により達成し

ようとする公益の内容，程度，緊急性等を総合較量して決定されるべき

ものである（最高裁昭和６１年（行ツ）第１１号平成４年７月１日大法

廷判決・民集４６巻５号４３７頁参照）。 

 本件要綱に基づく長期特別研修命令は，２年間の研修期間にわたり，

その命令を受けた教員の勤務内容を学校における児童生徒への教育活動

から学校現場を離れた研修活動へと変更し，その教員の勤務場所及び勤

務内容に軽視することのできない変更を義務づけるものである点におい

て，不利益処分の性格を有することは否定することはできない。しか

し，本件要綱に基づく長期特別研修命令の相手方にどのような法定手続

が保障されるのかを判断するに当たっては，その研修命令が教員として
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の身分及び給与それ自体に影響を与えるものではない上，本件要綱に基

づく長期特別研修命令が，その教員の職務に対する主体的意欲と児童生

徒に対する指導力の伸長を促し，教育現場が抱える課題に適切に対応で

きる力量を高めることによって，学校教育の向上，充実に資することを

目的とするものであり，上記ウのとおり，その究極の目的が，当該教員

からの教育を受ける立場にある子どもの学習する権利を擁護し，教育の

機会均等を実現することにある点を十分に考慮する必要があるというべ

きである。 

オ 本件要綱は，長期特別研修命令を発令する要件として，「教育指導力

等について特に学校現場を離れて再研修を要すると認められる場合」と

規定するが，これは，前記第２の２(1)アの本件要綱１条に規定されたそ

の目的や前記第２の２(1)カ(イ)の本件要綱７条に規定された長期特別研

修プログラム作成上の留意点などに照らし，前記第２の２(3)イの改正規

程２条３項の定める指導力不足等教員の定義に当てはまるような場合を

意味すると解すべきであり，そのことは，本件要綱の上記各規定の内容

から容易に想定することができるから，長期特別研修命令を発令する要

件が不明確なものであるとはいえない。 

カ 行政処分の相手方に事前の告知，弁解，防御の機会を与えるかどうか

は，行政処分により制限を受ける権利利益の内容，性質，制限の程度，

行政処分により達成しようとする公益の内容，程度，緊急性等を総合較

量して決定されるべきものであって，常に必ずそのような機会を与える

ことを必要とするものではないと解するのが相当である（前掲最高裁平

成４年７月１日大法廷判決）。 

 本件要綱に基づく長期特別研修命令により制限される権利利益の内容，

性質は，上記エのとおり，教員の勤務場所及び勤務内容が学校における児

童生徒への教育活動から学校現場を離れた研修活動へと変更されることで
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あり，他方，上記命令により達成しようとする公益の内容，程度，緊急性

等は，上記イないしエのとおり，憲法２６条によって保障された子どもの

学習する権利を擁護し，教育の機会均等を実現するという国家的，社会

的，公益的見地からその確保が強く要請されているものである上，子ども

にとって限られた貴重な時間である普通教育に充てられる時間の喪失を最

小限に食い止めるという緊急性も有するものであること，行政庁が不利益

処分をしようとする場合に，不利益処分の名宛人となるべき者について意

見陳述のための手続を原則として執らなければならない旨定める行政手続

法１３条の規定が，同法３条１項９号において，公務員に対してその職務

等に関してされる処分については適用されないこととされている（これ

は，公務の遂行主体である公務員に対する権利保障は公務の公正の確保と

いう要請との比較較量の観点から一般国民に対するものとは同様に扱うべ

きでないという趣旨と解される。）ことにより，本件要綱の定める長期特

別研修命令には適用されないことなどを総合較量すれば，上記命令をする

に当たり，その相手方に対し事前に告知，弁解，防御の機会を与える旨の

規定がなくても，本件要綱が憲法３１条の法意に反するものということは

できない。 

キ 本件要綱では，派遣元の長が事前協議の申入れをすることとされてい

るところ，派遣元の長は，県費負担教職員である教員の場合，市町村等

教育委員会教育長であり，学校現場に常駐しているわけではないが，市

町村教育委員会教育長は，原告に対する服務監督権限を有する立場にあ

り（地教行法４３条１項），また，市町村等教育委員会教育長が事前協

議を行う場合には，対象者の所属する学校の校長の意見を付するものと

されている。 

 上記カのとおり，本件要綱に基づく長期特別研修命令により制限され

る権利利益の内容，性質が教員の勤務場所及び勤務内容の変更にとどま
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る一方，上記命令により達成しようとする公益は，子どもの学習する権

利の擁護という国家的，社会的，公益的見地からその確保が強く要請さ

れているものである上，緊急性をも有するものであることに照らすと，

学校現場に常駐していない者が事前協議に関与すること，及び長期特別

研修を発令する最終的な判断が合議体の判断に基づかないことが適正手

続に違反するということはできず，上記のような長期特別研修命令発令

要件の認定手続が憲法３１条の法意に反するものということはできな

い。 

(2) したがって，本件要綱の定める長期特別研修制度が憲法３１条に違反す

るとの原告の主張は採用できない。 

３ 争点(2)（本件研修命令の違法性）について 

(1) 長期特別研修の要件について 

ア 市町村教育委員会は，所属する教員の服務監督権者として，各教員の

職務に対する主体的意欲と児童生徒に対する指導力の伸長を促すため，

必要と認められる研修を命じる権限を付与されている（地教行法４３条

１項，４５条１項）ところ，意欲や指導力の程度，問題性は個々の教員

によって異なり，また，その問題点を改善するために研修を命じる必要

性の有無や研修を実施する場合の期間，内容，実施機関の決定は，その

教員の抱える問題性の内容及び程度のほか，資質，性格，自らの職務や

問題点の克服に対する意欲，児童生徒や保護者，他の教職員との関係，

教育現場に与える影響など，諸般の事情を総合的に考慮して検討すべき

事項であるから，教員に対して研修を命じる職務命令は，市町村教育委

員会が，上記事情を総合的に考慮して判断すべき裁量行為に属すると解

するのが相当である。もっとも，本件研修命令のように学校の現場を離

れて長期にわたり研修を命じる場合には，その教員に対して与える不利

益の程度も少なくないから，研修の必要性がないことが明らかであるの
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に本件要綱に基づく長期特別研修を命じた場合や，研修の目的に照らし

長期特別研修の実施内容が著しく不相当である場合には，市町村教育委

員会がその裁量権の逸脱又は濫用したのものとして違法になることがあ

り得るというべきである。 

イ 原告は，長期特別研修を命ずる要件として，①「教育指導力」とそれ

に密接に関連する事実が問題となっていること，②客観的に合理的な理由

があること，③多数の教員中から特に原告を選定することについて必要

性と合理性があること，④学校現場を離れての再研修以外の方法による

解決を試みたこと（長期特別研修命令回避の努力義務を尽くしたこ

と），⑤学校現場を離れての再研修が問題解決にとって必要かつ有効で

あると認められることの各要件を充足することが必要であると主張す

る。 

 しかし，前記のとおり，教育公務員の有する教育の自由に関する原告

の主張は当裁判所の採用するところではないし，本件要綱に基づく長期

特別研修命令により制限される権利利益の内容，性質と上記命令により

達成しようとする公益の内容，程度，緊急性等とを比較較量すると，本

件要綱による長期特別研修が発令できる要件を原告の主張するように極

めて例外的な場合に限定して解さなければならない合理的理由はないと

いうべきである。 

 したがって，原告の上記主張を採用することはできない。 

(2) 原告に対する研修の必要性 

ア 教員は，学校での授業や課外活動，学級運営等を通じ，児童生徒と日

常的に接することにより，その人間形成に大きな影響力を有することか

ら，単に授業における教科指導力に止まらず，全人格的な力量が求めら

れる。したがって，人間的な資質の向上が常に必要であるとともに，児

童生徒から求められるものを正しく理解しながら，積極的，自主的に児
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童生徒に関わっていくことが基本姿勢として要求されているというべき

である。特に，児童生徒の教育が，教員と児童生徒との間の直接の人格

的接触を通じ，その個性に応じて行われなければならないというのは教

育の本質的要請であって，教員と児童生徒との間の機知に富んだ会話を

通じ，児童生徒に対して様々な知識を伝達するとともにその関心を広げ

させ，児童生徒の潜在能力を引き出し開発するという過程にこそ教育の

専門家としての教員の存在意義があるのである。教員としては，児童生

徒にとってこのような貴重な機会が失われることのないよう十分な配慮

をすべきであるし，仮に，自己の都合によって上記機会が失われること

があった場合には，児童生徒が失ったその機会を取り戻させるべく，最

大限の努力が要請されるというべきである。 

 また，教育指導を行うに当たっては，学校全体が一丸となって取り組

むことも必要となる上，教員が児童生徒に対して，協調性の重要性や他

への思いやりの大切さなどを身をもって指導するためにも，教員自身

が，組織の一員としての自覚と協調性をしっかりと備えていることが肝

要というべきである。 

イ 前記認定事実によれば，平成１１年度における原告の勤務状況は，休

暇取得が多く，平成１１年度（平成１２年２月末日まで）の原告が担当

する社会科の欠課時間数は合計１００時間程度であり，欠課時間数の多

いクラスでは，年間の総授業時間数が１４０時間あるうちの２１時間を

欠課し，児童生徒の授業を受ける機会が大幅に減少したにもかかわら

ず，原告は，児童生徒に対し，ワークブック等の自習課題を行わせるな

どの対応をしたのみであった。また，原告は，他の教員と授業を交換す

る等の方法により欠課時間を減らしたり，欠課を補うための適切な事後

の指導をするという努力もしていなかった。上記事実に照らすと，原告

の休暇取得自体は正当な権利の行使であるとは言え，原告には，教員と
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して，児童生徒との間の直接の人格的接触を通じた教育の重要性につい

ての認識が欠けているといわざるを得ないし，児童生徒にとってその機

会を失ったことがその児童生徒にとってどれくらい大きな損失となるの

か，児童生徒がそのような損失を被らないようにするため，他の教員等

がどれだけ多くの努力と犠牲を払っているのかについての配慮にも欠け

ているといわざるを得ず，教員としての使命及び職務への自覚が不足し

ており，生徒の心を理解する能力や意欲が乏しいと評価されてもやむを

得ない。また，前記１(1)キ(イ)の参観授業当日の休暇取得を巡っての原

告の言動も，同様の評価を基礎付けるものというべきである。原告は，

正当な権利行使の結果としての休暇取得をもって，原告に対する消極的

評価ないし不利益取扱をすることは許されないと主張するが，本件要綱

に基づく長期特別研修命令は，子どもの学習する権利を擁護し，教育の

機会均等を実現するという国家的，社会的，公益的見地から発令される

ものである以上，その発令要件該当性の判断に当たって，上記事情を考

慮することは何ら妨げられるものではないというべきである。 

 さらに，原告は，平成１１年度の職員会議や学校評価会議もほとんど

欠席し，その内容を把握する方法もとっていなかったのであるから，他

の教職員と協調して学校経営に参加しようという態度がみられないと評

価されてもやむを得ない。 

  また，原告は，校務分掌として分担していた安全点検についても，フ

ァイルの配布を校長の指示どおりに行わなかったり，日直や校内の見回

り，施錠にも消極的で，他の教員が原告に代わってこれらを負担するこ

ともあり，交通安全指導についても，校長の指示を無視して参加せず，

給食指導についても，これが学級指導に含まれるものであるにもかかわ

らず，給食時間になっても教室に行かないで職員室にいることが多く，

そのことをＤ校長から注意されても素直に聞き入れようとはしないなど



51 

の面があり，保護者や同僚から原告に対する不信の声があがっていたの

も，原告のこのような勤務状況等からすれば，無理のないことというべ

きである。 

  以上によれば，検討会議が「原告には，組織を理解し，他人の意見を

受け入れ，業務運営の調整を図るなどの協調性が求められ，さらに，生

徒及び保護者が教員に求めるものを理解し，実践的指導力と自発的な使

命感を持って教育に当たることが求められる」として，長期特別研修を

必要とする旨判断したのは十分首肯できるものであり，Ａ市教委教育長

が原告に対し本件研修命令をしたことが，裁量の逸脱又は濫用に当たる

ということはできない。 

ウ なお，証拠（甲２３，２９ないし３１，３３，４３，５７の１ないし

１５，６２，６３）によれば，原告が主張するように，生徒や保護者の

中には，原告に対する肯定的な意見も存することが認められ，また，原

告は，部活動の指導に力を入れていたり，研究活動や授業実践において

評価された経歴があることが認められる。 

 しかし，上記イに認定した原告の勤務状況は，原告の教員としての意

欲と能力に関わる重要な事情であって，一部の生徒や保護者の好意的評

価や過去の経歴如何によって，原告の教員としての意欲と能力に関する

上記評価を覆すに足りるものではないから，本件研修命令がその必要性

を欠いているということはできない。 

(3) また，証拠（甲３６ないし３８，４１，６９，７３，７９，８０，１１

７）によれば，原告は，平成９年１月ころから，七ヶ浜町議会，七ヶ浜町

教委，被告七ヶ浜町及び学校の校長らに関する住民監査請求を起こした

り，原告として住民訴訟を提起し，公金不正支出の責任追及を行ってきた

こと，平成１１年４月には，七ヶ浜町立Ｓ中学校の教員１２名が部活動時

間を水増し請求したとして，Ｇ，Ｌ等を被告として住民訴訟を提起したこ
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と，同年１０月ころにも，Ｇ等を被告とする住民訴訟を提起したこと，こ

れらに対して七ヶ浜町議会議員，七ヶ浜町教委内部などで不快感を示す者

がいたことが認められ，前記１(1)オのようにＰ中学校のＰＴＡにも原告が

市民活動や裁判活動をしていることを快く思わない者がいたことが認めら

れるほか，前記１(1)ウ，エ及びカのとおり，Ｂ町教委教育長やＤ校長が，

原告の行動について，調査や記録をしたり，県教委に見解を尋ねたり，県

教委に報告書を出すなどしていたことが認められる。 

 しかし，上記(2)のとおり，原告には長期特別研修の十分な必要性が認め

られることに照らせば，上記事実によって，Ｂ町教委教育長及びＤ校長が

県教委と共謀して，原告が市民活動や裁判活動をしていること，上司によ

って扱いにくい存在であることへの報復として，原告に対し長期特別研修

命令が発令されるようにし向けたと推認することは困難であり，他にこの

ことを認めるに足りる的確な証拠はない。 

４ 争点(3)（研修内容の不相当性）について 

(1) 上記認定の事実によれば，松島野外活動センターは，幅広い年齢層の人

たちが利用して，児童生徒と接触する機会も多い施設で，そこに勤務する

社会教育主事の多くは，教員資格を有しており，原告がこのような施設で

社会教育主事とともに利用者対応補助や環境整備作業を行い，１つの目標

に向かって協力し合うことは，組織の一員としての自覚及び協調性を養う

点で有意義であるとともに，引率教員の指導ぶりや，社会教育主事の利用

者（児童生徒を含む。）への接し方を観察しつつ，自らも利用者と接する

ことは，原告が教育現場における児童生徒との関わりの持ち方を考察する

に当たって効果的で，実践研修は相当な内容であったと認められる。 

  環境整備作業のように肉体労働を伴う作業も，利用者の観点に立って施

設等の環境を整備することにより，他の者の観点になって物事を考える力

の修練となり，ひいては児童生徒の観点に立った教育や教育環境の整備を
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実践する能力の習得を期待できる。また，社会が様々な作業によって支え

られていることを改めて認識し，幅広い視野を身につけさせ他への配慮の

大切さを体得するとともに，社会教育主事と協働することによって，協調

性を養うという点でも有意義である。 

(2) 前記認定事実によれば，平成１２年度前期の社会教育施設勤務の実際と

その実践（コミュニケーション・組織〈人間関係〉）というのは，原告の

組織人としての自覚の欠如，協調性のなさを改善するのに適合的なテーマ

であるし，平成１２年度後期や平成１３年度前期のテーマも利用者の観点

から考えるテーマになっており，他の者の観点になって物事を考える力の

修練となり，ひいては児童生徒の観点に立った教育や教育環境の整備を実

践する能力の習得を期待できるものであるから適切なものといえる。 

  また，本件研修期間中，半年毎に１つの課題を掘り下げて検討するテー

マ研修に最も多くの時間が割り当てられているが，原告のように学校内に

おける上司の指導による改善を期待できない者に対し，その問題点につい

て，いったん学校現場を離れさせ，じっくりと自己を見つめ直す機会を与

えたことは，適切なものというべきである。 

(3) なお，原告に長期特別研修を命ずる際，原告に対する研修理由の説明が

必ずしも十分にはされていなかったきらいがあることは否定できないが，

前記１(3)ア及びイのテーマ研修の題材及び長期特別研修プログラムの実践

研修に関する記載並びに長期特別研修についての説明書の記載からすれ

ば，研修の発令に当たり，原告の問題点について相応の説明はされたとい

うべきであり，上記研修理由の説明不足をもって国家賠償法上の違法を構

成するとまで評価することは困難というべきである。 

５ 以上のとおり，本件要綱の定める長期特別研修命令の手続に憲法３１条違

反はなく，本件処分について，原告に対する長期特別研修の必要性が認めら

れ，これは原告に対する報復目的でされたものとは認めることができず，ま
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た，研修内容にも相当性が認められるのであるから，その余の点について判

断するまでもなく，原告の主張は理由がない。 

６ よって，原告の請求をいずれも棄却することとし，主文のとおり判決す

る。 
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